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官民協働の推進や行政の透明性向上の観点から、
国や地方自治体においてオープンデータに関する取
り組みが進められて久しいが、オープンデータが初
めて法律によって規定されたのは、2016年12月
に公布された官民データ活用推進基本法によってで
あった。これにより、国および地方自治体はオープ
ンデータに関する取組を推進することが法律上も
求められることとなった。国については2017年度
から世界最先端IT国家創造宣言と併せて官民データ
活用推進計画が策定されて1年ごとに改定されてお
り、その中でオープンデータに関する取組事項が規
定されている。また、地方自治体についても、官民
データ活用の推進に関する基本的な計画を策定する
ことが、都道府県では法的義務として、市町村では
努力義務として課されている。（官民データ活用推
進基本法第9条）
では、実際のところどこまでオープンデータに関

する取組は進んでいるのだろうか。内閣官房情報通
信技術（IT）総合戦略室が公表した資料1によると、
オープンデータに関する取組が済んでいる自治体数
の割合は、全自治体数のうちのおよそ17%にとど
まっている（2018年4月末時点）。こうした中、現在、
全国の自治体が様々なアプローチでオープンデータ
の取組を推進しているが、近年徐々に増えて事例が
増えてきているのが、複数の自治体が一つのサイト
でデータを公開する「共同サイト」の取組である。
そこで本稿では、この「共同サイト」による取組に
よってオープンデータがどの程度推進されているの
かを考察することとしたい。

まず、「共同サイト」が開設されている6都道府
県（表1）下にある市町村と、それ以外の都道府県
下にある市町村について、それぞれどの程度の自治
体がオープンデータに取り組んでいるかについて比
較を行った。結果、オープンデータに取組済みの市
町村の割合は、共同サイトが開設されていない都道
府県（以下「共同サイト未開設都道府県」）では約
16%（246自治体／1553自治体）にとどまって
いるのに対し、共同サイトが開設されている都道府
県（以下「共同サイト開設済み都道府県」）では約
70%（159自治体／228自治体）に達しており2、
大きな差が存在することが確認できた（図1）。
以上から、共同サイトが開設されている都道府県
では、それ以外の都道府県と比較して居住地域の
オープンデータにアクセスできる機会ははるかに多
いことが確認できた。
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1	�データ流通環境整備検討会オープンデータワーキンググループ
（第5回）配布資料https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/
senmon_bunka/data_ryutsuseibi/opendata_wg_dai5/
siryou3.pdf

2	�この数には、前述資料1ではオープンデータの取組済み自治体とし
てカウントされていないが、共同サイトを通じて実質的にオープン
データに取り組んでいる自治体も含まれている。

�オープンデータ取組済み市町村数の比較
結果
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図2　�共同サイトの有無別3つ星以上でデータ公開を
行っている自治体の割合
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前節で提示した調査結果から、共同サイトの設置
によって、個別の自治体の取組に依存している地域
よりも、共同サイトにより共同で取組を行っている
地域のほうが、オープンデータの取組が推進される
傾向があることが明らかとなった。この方式は参加
する自治体の障壁が低いこともあり、特に全くオー
プンデータについて取り組んでこなかった自治体が
参加することによるデータ公開促進に貢献している
と考えられる。
共同サイトの設置については、都道府県のリー
ダーシップや協議会のサイト運営といった参加する
自治体とは別の負荷がかかることから、すべての都
道府県において取組が容易にできるとは限らない
し、これから策定される基本計画の内容等にも影響
を受けることになると思われる。自治体における
オープンデータの取組については、これから本格的
に推進のフェーズに入っていくと想定される。本稿
で見てきたような複数団体が協力してデータを公開
できるような場の提供がオープンデータ推進に関す
るアイディアの一つになり得るであろう。

考察

3	�オープンデータの取組状況について、データの公開形式（拡張子）
によりランク付けを行うもの。機械判読性に優れた形式でデータを
公開しているものほど星の数が多い。https://5stardata.info/
ja/

4	�取組状況については、各自治体のWebサイトおよびオープンデー
タ都市（日本編）http://fukuno.jig.jp/app/opendatacity/　
をもとに調査を行った。

（出典）�オープンデータ都市（http://fukuno.jig.jp/app/open�
datacity/）およびデータ流通環境整備検討会オープ
ンデータワーキンググループ（第5回）資料をもとに�
著者作成。以下同様

次に、共同サイト開設済み都道府県と、共同サイ
ト未開設都道府県の間でのデータセットの質を比較
する。データセット数が多くなる一方で、質の低下
が発生していないかを検証するためである。質の評
価は、データセット形式の5つ星スキーム3に基づ
く分類を利用して行った。4具体的には、機械判読
可能とされる3つ星以上のデータセット（例：csv
形式）が公開されていると評価されている自治体が
どの程度の割合を占めるかを比較した。
その結果、共同サイト開設済み都道府県では、3

つ星以上の形式でデータを公開している自治体の割
合が約76％であるのに対し、共同サイト未開設都
道府県では約86％となっており（図2）、共同サイ
ト開設済み都道府県の方が、共同サイト未開設都道
府県を上回った。この結果から、共同サイトの開設
によってオープンデータ実施済み自治体の裾野は大

�共同サイト開設済み都道府県における
オープンデータの質の検証

（出典）著者作成

都道府県 共同サイト
東京都 東京都オープンデータカタログサイト
愛知県 あいち電子自治体推進協議会
静岡県 ふじのくにオープンデータカタログ
岡山県 おかやまオープンデータカタログ
徳島県 徳島県オープンデータポータルサイト

宮崎県 宮崎県オープンデータポータルサイト「Open 
Data Box」

表1　共同サイトを設置している都道府県及び共同サイト名 図1　共同サイトの有無別オープンデータ公開自治体の割合
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きく拡がったにも関わらず、質は落ちておらず、む
しろより高くなっていることが確認できた。
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